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当社の2019年3月期第2四半期の決算のポイントは次の2点。 

 

 1点目は、当期純利益が順調に進捗、上期での石炭等の資源

価格の上昇と取扱数量の増加等を反映し、通期純利益見通し
を630億円から700億円に上方修正。 

上期好調であった背景として、外部環境では底堅い消費を背景
に、先進国、新興国ともに世界経済は堅調、緩やかな成長が持
続。 

商品市況は、石炭を始めとした資源価格の高止まりが当社収
益を押し上げる結果となった。 

一方で、米中の通商問題や、為替、商品市況の新興国経済に
与える影響等、継続して注視が必要な状況。 

 

 2点目は、当社がこれまで取り組んできた、非資源を中心に前
中計で実行した新規投融資の収益化が進んできた。 

 

 



3 

上方修正したことに伴い、一部のセグメントにおいて、通期見通
しの見直しを実行。 

 

 「金属・資源セグメント」は上期での市況実績を反映し、上方修
正。 「食料・アグリビジネスセグメント」は、海外肥料事業の上
期販売低迷を織り込み、下方修正。 

 

他のセグメントは、下期に収益が偏る機械・医療インフラセグメ
ント、産業基盤・都市開発セグメントを含め、概ね堅調に推移、
期初の見通しを変更せず。 
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中計2017及び、今期の実行済み投融資からの収益貢献に
ついての上期での進捗。 

 

中計2017で実行済み投融資からの収益貢献は、計画通り

に進捗。スライドで上期に収益貢献した主な事業を示してお
り、収益寄与は30億円程度となった。 

 

中計2020で上期実行済みの新規投融資は、約480億円
で、3ヵ年累計での投融資見込みに対し、計画通り進捗。収
益貢献は、今期見通しの20億円程度は、下期にかけて収益
貢献が本格化する見込み。 

 

引き続き、実行済み案件の収益化を加速・拡大すると共に、
着実な成長、更なる成長に向けた投資を継続していく。 
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 セグメント別の取組み方針と、その実績例について。 

 

 自動車本部は、昨年度買収した米国部品検査事業会社が今期より収益
化。また、ディーラー事業のヨコ展開により安定収益基盤を拡大。更に、
IoT技術を活用した次世代への取組のひとつとして、今期、コネクテッドカ
ー関連事業への取り組みを開始、新規領域も対象とした機能の獲得、活
用による収益力強化を目指していく。 

 

 航空産業・交通プロジェクト本部は、（パーツアウト事業だけでなく、ビジ
ネスジェット事業の立ち上げ、空港運営事業への参入等、）航空機ビジ
ネスの拡充による新たな収益基盤の構築が着実に進んでいる他、2013

年より手掛けているインド貨物鉄道敷設案件でも、2021年の完工に向け
、進行している。 

 

 機械・医療インフラ本部は、昨年度に投融資実行したトルコ病院PPP案
件の建設が、2020年の開院に向け、遅滞なく進行。また、プラント分野
で、タイのエンジニアリング大手TTCL社へ出資を実行、同社の機能を最
大限活用し、アジア地域における新たな案件機会の拡大と受注確度の
向上を図っていく。 
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 エネルギー・社会インフラ本部は、米国2件目となるガス火力発電事業に
参入。本案件は既に運転開始しており、また、米国1件目の案件も来年度
に運転を開始し、収益貢献を開始する見通し。再生可能エネルギー事業
では、上期にアイルランド陸上風力案件と国内太陽光の新規案件2件、下
期にチリ・メキシコでの太陽光発電事業の運転開始を予定。発電事業は低
炭素社会の実現を意識した取組みを継続していく。 

 

 金属・資源本部は、新たな社会ニーズへの対応として、当社が手掛けてい
る鉄鋼副原料であるニオブの新用途として、次世代EV電池材料の開発へ
参画。ニオブの安定供給を通じ、事業基盤を支えるとともに、環境負荷低
減にも貢献する持続的な成長を目指していく。 

石炭では、高品位原料炭であるGregory Crinum炭鉱の獲得を実現。現在
、炭鉱は休止中だが、早ければ来年半ばから生産を再開する。また、同炭
鉱の付帯設備を活用した周辺炭鉱の開発だけでなく、当社が持つ炭鉱運
営機能を活かし、今後重要となってくる炭鉱終掘後のリハビリ請負事業等
、社会ニーズに対応、かつ市況に左右されない事業への展開も目指して
いく。 
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食料・アグリビジネス本部は、肥料事業以外の収益の柱を作る
ために、ベトナムの食料・アグリビジネス大手PAN社に出資し、

また、同社との戦略的業務提携のもと、同国内や海外での事業
拡大の加速を図る。引き続き、東南アジア域内の旺盛な需要だ
けでなく先進国からのニーズも捉らえ、消費者のより良い生活
の実現に貢献したいと考えている。 

 

リテール・生活産業本部は、ベトナムの大手製紙会社、サイゴ
ンペーパーへの出資を実行。成長著しいベトナムにおいて、段
ボール用紙などの産業紙や家庭紙へのニーズの高まりがあり
、今後も安定的な需要拡大が見込まれている。既に社長以下6
名の人員を派遣し、経営の執行を行なっており、19年度からの
本格的な収益貢献を期待している。 
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キャッシュフロー・マネジメントは、この第2四半期では、新規

投融資及び回収が計画通り実行し、基礎的キャッシュフロー

、フリーキャッシュフロー共に、黒字でマネージしている。期

末に向けてもキャッシュフローのコントロールは変わらずに

行っていく。 



非財務の取り組みは、統合報告書や当社ウェブサイト等で
紹介しているが、18年度では、世界的なESG指標である、
FTSE、DJSIの対象銘柄への新規組み入れが決定した。 

 

また、G20・金融安定理事会のもとに発足したタスクフォース
であるTCFDの最終提言に対しても、8月に賛同表明を行っ
ている。 

 

引き続き、非財務情報の発信にも力を入れていく。 
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最後に、当社の配当について説明する。 

 

配当方針は、現中計期間においては配当性向を30%程度として
いる。18年9月期決算では、中間配当額を7.5円、当期の1株当た
り年間配当額を15円と期初の見通しを変更していない。 

 

年間配当額について、今後の資源価格及び経済環境が業績に与
える影響を考慮し、期初予想を変更していないが、連結配当性向
30%という配当方針は全く変えておらず、また、資源価格の上昇に
よる増益分を、配当原資から除外するという考えはない。 
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